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議案番号 議　　　        　　案                 名 項

議案第５号 平成３１年度予算編成について １

議案第６号
平成３１年生駒市議会第１回（３月）定例会提出議案の意見に
ついて

２

議案第７号
生駒市立小学校３０人・３５人学級実施要綱の一部を改正する
訓令の制定について

１０

議案第８号 平成３１年度生駒市教育大綱アクションプランの策定について １２

議案第４号 平成３１年度生駒市学校教育の目標について １３

平成３１年生駒市教育委員会（第２回）定例会議案目録



 



議案第５号 

 

平成３１年度予算編成について 

 

 平成３１年度予算編成について、地方教育行政の組織及び運営に関する法律

（昭和３１年法律第１６２号）第２９条の規定により、教育委員会の意見を求め

る。 

 

平成３１年２月２５日 

                       生駒市教育委員会 

                       教育長 中 田 好 昭 
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議案第６号 

 

平成３１年生駒市議会第１回（３月）定例会提出議案の意見について 

 

平成３１年生駒市議会第１回（３月）定例会提出議案の意見について、地方教

育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第２９条の規

定により、教育委員会の意見を求める。 

 

平成３１年２月２５日 

                       生駒市教育委員会 

                       教育長 中 田 好 昭 

 

【提出議案】 

 ・平成３０年度生駒市一般会計補正予算（第６回） 

 ・生駒市立学校給食センター条例の一部を改正する条例の制定について 
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第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳 入
［単位　千円］

款 項 補正前の額 補  正  額     計    

14 国庫支出金     5,308,361        -4,582     5,303,779

 2 国庫補助金       830,329        -4,582       825,747

15 県支出金     2,407,493         7,200     2,414,693

 2 県補助金       484,073         7,200       491,273

18 繰入金     1,942,015      -145,951     1,796,064

 1 基金繰入金     1,942,015      -145,951     1,796,064

19 繰越金       729,406       -24,732       704,674

 1 繰越金       729,406       -24,732       704,674

21 市債     2,623,400         6,200     2,629,600

 1 市債     2,623,400         6,200     2,629,600

歳     入     合     計    38,438,001      -161,865    38,276,136
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歳 出
［単位　千円］

款 項 補正前の額 補  正  額     計    

 2 総務費     4,332,125        -5,421     4,326,704

 2 徴税費       590,985        -5,421       585,564

 3 民生費    14,979,494         1,668    14,981,162

 2 児童福祉費     6,551,045         1,668     6,552,713

 5 産業経済費       445,276        13,646       458,922

 1 農業費       182,600         7,200       189,800

 2 商工費       262,676         6,446       269,122

 8 教育費     5,936,545      -171,758     5,764,787

 2 小学校費     1,555,988       -50,741     1,505,247

 3 中学校費       932,762       -98,161       834,601

 4 幼稚園費       879,497       -22,856       856,641

歳     出     合     計    38,438,001      -161,865    38,276,136
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変更 ［単位　千円］

〃 　〃
中 学 校
施設整備
事 業

214,000
証書借入
又　　は
証券発行

〃 〃 216,200

幼 稚 園
施設整備
事 業

39,300
証書借入
又　　は
証券発行

〃 〃 39,600

証書借入
又　　は
証券発行

5.0％以内
(ただし､利
率見直し方
式で借り入
れる場合に
ついて、利
率の見直し
を行った後
において
は、当該見
直し後の利
率）

　政府資金につい
てはその融資条件
により、銀行その
他の場合にはその
債権者と協定する
ものとする。ただ
し、市財政の都合
により据置期間及
び償還期限を短縮
し、若しくは繰上
償還又は低利に借
換えることができ
る。

利 率

証書借入
又　　は
証券発行

5.0％以内
(ただし､利
率見直し方
式で借り入
れる場合に
ついて、利
率の見直し
を行った後
において
は、当該見
直し後の利
率）

第 ３ 表　地　方　債　補　正

起 債 の
目 的 償還の方法

補　　　正　　　前 補　　　正　　　後

起 債 の
方 法

利 率償還の方法限 度 額
起 債 の
方 法

〃 　〃

〃

限 度 額

小 学 校
施設整備
事 業

361,200 364,900

〃

　政府資金につい
てはその融資条件
により、銀行その
他の場合にはその
債権者と協定する
ものとする。ただ
し、市財政の都合
により据置期間及
び償還期限を短縮
し、若しくは繰上
償還又は低利に借
換えることができ
る。
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議案第 17 号 

 

生駒市立学校給食センター条例の一部を改正する条例の制定につい 

て 

 

上記の議案を提出する。 

 

平成３１年３月５日 

生駒市長 小 紫 雅 史   

 

生駒市立学校給食センター条例の一部を改正する条例 

生駒市立学校給食センター条例（昭和５７年４月生駒市条例第６号）の一部を

次のように改正する。 

第２条の表に次のように加える。 

生駒市立生駒北学校給食センター 生駒市高山町１２５９５番地１ 

附 則 

この条例は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において教育委員会

規則で定める日から施行する。 

 

㊢ 

9



議案第７号 

 

生駒市立小学校３０人・３５人学級実施要綱の一部を改正する訓令の 

制定について 

 

上記議案を提出する。 

 

平成３１年２月２５日 

                       生駒市教育委員会 

                       教育長 中 田 好 昭 

 

生駒市立小学校３０人・３５人学級実施要綱の一部を改正する訓令 

生駒市立小学校３０人・３５人学級実施要綱の一部を次のように改正する。 

生駒市立小学校３０人程度学級実施要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、奈良県教育委員会（以下「県教育委員会」という。）の規定

する公立小・中学校の学級編制基準並びに教職員定数の配当基準（以下「県学

級編制基準」という。）とは別に、少人数によるきめ細かな教育を行うため、生

駒市立小学校（以下「小学校」という。）の通常学級において実施する少人数学

級編制について、必要な事項を定め、もって子どもたちの確かな学力の定着を

図ることを目的とする。 

（学級編制） 

第２条 生駒市教育委員会（以下「市教育委員会」という。）は、県学級編制基準

に基づき学級編制を実施した場合、小学校第１学年において、１学級の児童数

が３２人を超えるときは、予算の範囲内で１学級当たり３２人以下の学級編制

（以下「３０人程度学級」という。）を実施することができる。 

（学級編制の届出） 

第３条 市教育委員会は、３０人程度学級を実施することに際し、公立義務教育

10



諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律（昭和３３年法律第１１

６号）第５条の規定により、県教育委員会に届け出るものとする。 

（教員の任用） 

第４条 ３０人程度学級を実施するために必要な教員（以下「市費教員」という。）

は、市教育委員会が臨時的に任用するものとする。 

（市費教員の職務） 

第５条 市費教員は、学校長の指示のもと、他の教員と連携し、３０人程度学級

を実施する第１学年の学級担任となることとする。ただし、学校の運営上特に

必要と認めた場合は、この限りではない。 

（実施手順） 

第６条 学校長は、新年度の県学級編制基準に基づき３月に行われる新年度学級

編制において、小学校第１学年の１学級の予定児童数が３２人を超えるときは、

「生駒市立小学校３０人程度学級実施協議書（様式第１号）」を市教育委員会に

提出して協議するものとする。 

（実績報告） 

第７条 ３０人程度学級を実施するために市費教員の配置を受けた学校長は、該

当年度における３０人程度学級について「生駒市立小学校３０人程度学級実績

報告書（様式第２号）」を市教育委員会が指定する日までに提出しなければなら

ない。 

 （委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、教育長が別に定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は、平

成３１年２月２５日から施行する。 

 （準備行為） 

２ 学級編成の届出、３０人程度学級の実施に係る協議その他の必要な手続は、

この要綱の施行の日前においても行うことができる。 

11



議案第８号 

 

平成３１年度生駒市教育大綱アクションプランの策定について 

 

平成３１年度生駒市教育大綱アクションプランの策定について、別冊のとおり

提出する。 

 

平成３１年２月２５日 

                       生駒市教育委員会 

                       教育長 中 田 好 昭 
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議案第４号 

 

   平成３１年度生駒市学校教育の目標について 

 

 平成３１年度生駒市学校教育の目標について、生駒市教育委員会教育長に対

する事務委任等に関する規則（昭和６０年４月生駒市教育委員会規則第６号）

第３条の規定により、別冊のとおり提出する。 

 

  平成３１年２月２５日提出 

                      生駒市教育委員会 

                      教育長 中 田 好 昭   
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